
２　国務大臣の演説・質疑の概要

○平成８年11月29日（金）

　　　　　　【橋本内閣総理大臣の所信表明演説】

　　　　　　　　　　　　　　　〔はじめに〕

　第139回国会の開会に当たり、私の所信を申し上げます。

　さきの国会におきまして再び内閣総理大臣の重責を担うこととなりました。

国民の皆様の御支持と御期待にこたえることができるよう、国政の遂行に全力

を傾ける決意であります。

　まず初めに、最近、行政に対する信頼を失墜させる事態が続いたことはざん

きにたえません。綱紀の粛正を徹底するよう重ねて求めなければならない状況

を本当に残念に思います。公務員諸君には、この国の置かれた状況を十分認識

し、国民全体の奉仕者であることを自覚した上で、襟を正し、矜持と使命感を

持ってそれぞれの部署で職務に全力を尽くすよう改めて強く求めます。また、

同時に、政治の責任も痛感しております。

　今日、高度情報通信の発達、東西対立の終えんなどによって世界は急速に一

体化し、人、物、資金、情報が自由に移動する社会に向けて目覚ましい変貌を

遂げつつあります。他方、我が国は、急速な人口の高齢化の進展、財政の危機

的状況、産業の空洞化など山積する課題に直面し、これらを放置すれば世界の

潮流から取り残されかねない状況にあります。我々の世代はもちろん、次の世

代のためにも、今こそ政治、行政、経済、社会の「変革と創造」を何としても

やり遂げなければなりません。

　私は、国民一人一人が将来に夢や目標を抱き、創造性とチャレンジ精神を存

分に発揮できる社会を目標とします。その実現のために、行政改革、経済構造

改革、金融システム改革、社会保障構造改革、財政構造改革の５つの改革を本

内閣の最重要課題といたします。　３党政策合意に基づく協力関係のもと、政策

面で考え方を一にする方々とも協力しながら、新しい世紀の幕あけを国民全体

が希望に満ちた気持ちで迎えることができるよう、改革の実行に全力を尽くし

ます。

　沖縄に係る諸課題は、５つの改革と並ぶ本内閣の最重要課題であります。日

米安全保障体制を維持するための負担は、本来、国民全体で等しく負うべきも

のです。沖縄の方々が背負ってこられた重荷を国民全体で分かち合うとの姿勢

に立ち、沖縄の方々との信頼関係を築くことができるよう、これまで最大限努

力してまいりましたが、課題の解決に向け、引き続き強い決意を持って全力で



取り組んでまいります。

　　　　　　　〔中央省庁再編を中核とする国民本位の行政改革〕

　行政改革が国民的課題の中心であることは言うまでもありません。我が国の

行政システムは、戦後、貧困や社会の不平等を解消しながら、効率的に経済を

発展させるという明確な政策目標のもとでは有効に機能してまいりましたが、

近年、複雑多岐にわたる行政課題に直面し、その限界を露呈しております。時

代の変化に的確に対応でき、国民のニーズに合ったサービスを効率的に提供で

きる行政に生まれ変わらせるために、行政サービスの内容と提供の仕方を抜本

的に見直さなければなりません。

　私は、この国民本位の行政改革を中央省庁の再編を中核として進めてまいり

ます。私みずからが会長となる行政改革会議において、21世紀における国家機

能のあり方、それを踏まえた行政機関の再編のあり方と官邸の機能強化策とい

う３つの課題について検討し、発足後１年以内に成案を得る考えです。その結

論に基づき、平成10年の通常国会に所要の法案を提出し、法案成立後、関係法

律の整備など新体制への移行に必要な準備を進め、遅くとも５年以内、できれ

ば21世紀が始まる2001年１月１日に移行を開始することを目指したいと考えま

す。また、中央省庁全体の再編に先駆け、日本銀行及び金融行政機構のあり方

については、与党３党の大蔵省改革についての報告を踏まえ、次期通常国会に

所要の法案を提出したいと考えております。

　国家機能のあり方について、私が、外交、防衛、治安、財政など国家存続の

ための機能、経済と産業、国土の保全・開発、科学技術など国の富を拡大する

機能、社会福祉、雇用、環境など国民生活を保障する機能、教育や国民文化を

醸成、伝承する機能の４つの機能に分けて検討することを提案しましたのは、

まず、国家機能のあり方について幅広く議論することが何よりも重要と考えた

からであります。中央省庁の再編は、行政機構の単なる再分類ではありません。

現在の政府の業務を当然のものとすることなく、国が直接関与すべき業務の範

囲はどこまでかを十分に吟味し、政策の遂行に最もふさわしい省庁体制をつく

り上げなければなりません。その際、再編後の経済社会の変化に柔軟に対応で

きる組織編成とすること、国民の立場に立って総合的に政策を展開できるよう

分野を大ぐくりにすること、そして個別の政策を担当する各省庁が官邸のリー

ダーシップのもとで迅速かつ効果的に対応できる仕組みを導入すること、この

３点をぜひ実現したいと考えております。

　大胆な規制の撤廃や緩和、地方や民間への業務と権限の委譲による行政のス

リム化を進め、これをもとに中央省庁の再編に取り組まなければ、国民本位の

行政改革とは言えません。規制の撤廃・緩和については、情報通信、物流、金



融、土地・住宅、雇用、医療・福祉の６分野を中心に、また、行政改革委員会

の意見を最大限尊重して来年３月末までに規制緩和推進計画を再改定いたしま

すが、これにとどまらず、経済的規制は原則排除し、社会的規制は白地から見

直し、必要最小限のものに絞り込んでまいります。官民の役割分担に関しては、

行政改革委員会から出される判断基準を指針として、分野ごとに精力的な検討

を進めます。地方分権に関しては、地方分権推進委員会の具体的な指針の勧告

をいただき次第、実効ある推進計画の策定に着手し、総合的かつ計画的に地方

分権を進めます。その際、厳しい地方財政の状況を深刻に受けとめ、地方公共

団体みずからが、身近な行政を担う責任を全うするとの決意を持って、徹底し

た行財政改革に取り組むことを強く期待します。同時に、情報公開法の早期制

定にも努力いたします。

　５つの改革、なかんずく行政改革にはいろいろな抵抗や困難が予想されます

が、私は、我が身を燃焼させ尽くしてもやり抜きます。その努力が実を結ぶよ

う国民の皆様の強力な御支援、御協力をお願い申し上げます。

　　　　　〔産業の空洞化と高齢社会の到来に対応する経済構造改革〕

　経済はこのところ緩やかな回復を続けておりますが、従来の景気回復局面と

は異なり、雇用情勢や中小企業分野においてなお厳しい状況が続いております。

また、長期的には、高齢化が進む一方で労働力人口が減少に転じ、潜在的な成

長力が低下する懸念があります。景気の回復に万全を期することは当然であり

ますが、富を拡大する経済力、技術力がなければ、豊かな国民生活はもちろん、

健全な財政や質の高い福祉は実現できません。国境を越える企業活動が飛躍的

に増大し、国のシステム自体が産業の国際競争力を左右する時代において、経

済全体の効率性と柔軟性を高めることは国家的課題であります。産業の空洞化

や本格的な高齢社会の到来への対応が手おくれにならないよう、経済構造改革

のための総合的な対策を早急に講じなければなりません。

　空洞化への対応のかぎは新規産業分野の創出であり、その自律的な発展基盤

を整備するため、資金、科学技術、人材の３つの観点からの対応が必要です。

特に、科学技術面においては、基礎的な研究を充実させ、産学官の連携を促進

するとともに、情報通信、バイオテクノロジーなど、分野ごとの実情に応じた

技術開発政策を推進します。人材面においては、創造性に富み革新的な研究者、

技術者や経営者が輩出される環境づくりに力を入れます。同時に、我が国産業

の国際競争力の源泉である物づくりを支え、地域の経済と雇用の担い手である

すそ野産業や中小企業の活力が失われることがないよう、技術・技能の集積す

る地域において空洞化対策を進めてまいります。さらに、高コスト構造の是正

によって我が国を産業活動の魅力ある舞台とし、質の高い雇用機会をつくり出



すために、徹底した規制の撤廃・緩和、企業と労働に関する諸制度の改革、人、

物、情報の効率的な移動を支える基盤整備などを行います。

　これらの政策を政府全体で強力に推進するため、政府としての基本的な方針

と直ちに実現に着手すべき事項を来月半ばにも決定し、来年度以降具体化する

事項についての推進計画を来春までに策定いたします。また、来年度予算の編

成に当たっては、経済構造改革のために設けた特別措置について、最終的に私

が政策の優先度を判断し、大蔵大臣に指示いたします。

　　　　　　〔ニューヨーク、ロンドンと並ぶ国際金融市場の復権〕

　金融分野にも空洞化の問題があります。欧米の金融システムは、大胆な規制

緩和と高度な情報通信技術を背景として新たな金融技術や金融商品が登場する

など、この10年間に大きく変革しました。また、欧州においては、通貨統合に

よって新しい通貨、ユーロが誕生しようとしており、通貨としての円の国際的

地位を向上させることも大切です。金融システム改革は、世界でも有数の

1,200兆円に上る個人金融資産を保有し、高齢社会の到来を控える我が国

にとって金融資産を有利に運用できる場をつくるために不可欠であり、この資

金を新規産業などの成長分野や、世界の国々に円滑に供給することは、我が国

のみならず世界の繁栄につながります。また、利用者の立場から見れば、例え

ば、銀行、証券、保険の分野のより広い競争を促進したり、取扱業務を拡大す

ることによって、多様な商品やサービスの中から幅広い選択をすることが可能

となるものです。2001年までに東京市場をニューヨーク、ロンドンと並ぶ国際

金融市場に復権することを目標に、フリー、フェア、グローバル、すなわち市

場原理が働き自由であること、透明で信頼できること、国際的で時代を先取り

することを３原則に掲げ、規制の撤廃・緩和、ディスクロージャーの充実徹底、

会計制度の見直しや法制度の整備などに関係省庁が一体となって取り組みます。

　　　　　　　　　　〔長生きしてよかったと思える社会の建設〕

　子供たちが健やかに生まれ育つことができ、老いと病の不安を和らげること

のできる社会、だれもが長生きしてよかったと思える社会を建設することは政

治の基本です。人々が念願した長寿を現実のものとすることができるようにな

った今、老後生活の最大の不安の一つは、自分や配偶者が介護を必要とする状

態になることです。高齢者の半数近くが一人きりあるいは夫婦だけで暮らして

いる、また、介護が長期にわたることが介護する方の負担を大きなものにして

いる、そうした現実を踏まえて介護を社会全体で支える仕組みを早急につくら

なければなりません。介護保険制度は、民間の創意工夫を最大限活用しながら、

保健、医療、福祉にわたるサービスを一体的に提供し、在宅介護など介護を受

ける方が自由にサービスを選択し、できるだけ自立した生活ができることを目



　指すものであり、今国会に関連法案を提出いたします。

　　介護保険制度の創設は、医療、年金、福祉を通じた横断的な見直しを行い、

　21世紀にふさわしい社会保障を実現する契機でもあります。現在、高齢者１人

　は働く世代５人弱で支えられていますが、20年後の2015年にはその半分の

　2.5人で支えなければならなくなります。給付の内容と給付に必要な負担

　の水準についての国民的議論を行いながら、民間からの参入などにより利用者

　の選択の幅を広げ、質の高いサービスを効率的に提供できる体制を整備します。

　中でも構造的赤字体質に陥っている医療保険の現状を直視し、21世紀にも安心

して適切かつ効率的な医療サービスを人々が受けられるよう、医療提供体制と

　医療保険制度全般にわたる総合的な改革を段階的に実施することとし、医療保

　険改革法案を次期通常国会に提出する考えです。

　　未来に大きな可能性を持つ子供たちが健やかに育つ環境をつくり上げること

　は、我々大人の責務です。将来を担う青少年がいじめや非行によって傷つくこ

　とは憂慮にたえません。正義感や公正さを重んじる心、他人への思いやりや弱

　い者を助ける勇気、ふるさとや国を愛する心は、家族の触れ合い、学校教育、

　地域社会とのかかわりが相まって培われるものです。みずからの夢や目標のた

　めに努力すると同時に、国際社会の一員としての自覚を持って国や社会の将来

　に積極的にかかわっていく世代を育てるために、知識を教え込むだけでなく、

　伸び伸びと「生きる力」をはぐくむ教育を目指します。また、我が国の教育が

　平等性、均質性を重視する余り、一人一人の個性と創造力を十分に伸ばしてこ

　られなかったことは否定できません。国際化時代に対応できる豊かな人間性を

　持ち活力にあふれた人材を育てる教育を実現するよう積極的に取り組みます。

　同時に、仕事と育児の両立を支える雇用環境など、子供たちが健やかに生まれ

　育つ環境づくりを推進します。

　　国民一人一人がお互いを尊重し、社会のあらゆる分野に参画し、ともに社会

　を支えることは、民主主義の原点です。このため、女性と男性が支え合い、喜

　びも責任も分かち合える男女共同参画社会の実現に向け、年内に新たな国内行

　動計画を策定いたします。また、人権が守られ、差別のない公正な社会の実現

　に向け、人権の擁護に関する施策を推進するとともに、差別意識の解消に向け

　た教育と啓発、人権侵害による被害の救済などに関する法案を今国会に提出い

　たします。

　　これらの課題とともに、豊かさを実感し、安心して暮らすことのできる国づ

　くりも重要です。東京圏への一極集中や、阪神・淡路大震災の教訓などを踏ま

　え、複数の国土軸の形成を含む新しい全国総合開発計画の策定、災害対策の充

　実、危機管理体制の強化に努めるとともに、移転先候補地の選定という段階を



迎えた首都機能移転に積極的に取り組みます。阪神・淡路大震災の被災地の住

宅を初めとする生活の再建、経済の復興、安全な地域づくりについては、引き

続き最大限努力します。また、最近の治安情勢にかんがみ、総合的な銃器対策

を引き続き推進するとともに、薬物対策や組織犯罪対策にも力を入れ、市民生

活の安全と国民の皆様の信頼を確保するよう努めます。

　　〔豊かな国民生活の実現と後世代への責任を果たすための財政構造改革〕

　豊かな国民生活を実現するとともに、子供や孫たちに対する責任を果たすた

めには、財政を健全化し、歳出を経済社会の発展に寄与する分野に重点化しな

ければなりません。来年度予算編成に向けて、財政構造改革元年にふさわしい

ものとして、既存の歳出に思い切ってメスを入れるとともに、３兆円以上の公

債減額を実現するよう最大限努力いたします。社会資本の整備については、国

民生活の質の向上に直結する分野や次世代の発展基盤となる分野への重点化を

図るとともに、道路、下水道、港湾、さらには農業農村整備などの公共事業に

ついて、各省の枠を超えた連携、建設費用の低減、費用効果分析の活用などを

通じ投資効果を高めます。さらに、中期的な財政健全化目標の設定に積極的に

取り組み、財政再建のための法律についても検討を進めてまいります。財政構

造改革は痛みを伴うものでもあり、政府のみならず幅広く国民的議論を行い、

その上で決断し、推進することが政治の責任であります。

　財政構造改革を推進するためにも、所得税、個人住民税の恒久減税と一体と

なった消費税率の引き上げ及び地方消費税の導入については、予定どおり来年

４月から実施させていただきます。その際、真に手を差し伸べるべき弱い立場

の方々に対し、臨時給付金の交付など必要な措置を講じてまいります。

　　　　　　　　　〔世界の平和と繁栄のための積極的外交〕

　多くの国が民主化と経済開放を基礎とした国づくりを進めている今日、私は、

この流れを一層確固たるものとし、国際社会が平和と繁栄を手にすることがで

きるよう、自由、民主主義、市場経済体制など同じ価値や理念を共有する諸国

とともに積極的な外交を展開してまいります。

　日米関係は我が国外交の基軸であり、また、政治、経済、地球規模の課題な

ど幅広い分野における協力関係は、アジア太平洋地域の平和と繁栄のかなめで

あります。中でも日米安全保障体制は、我が国の安全にとって必要不可欠であ

るとともに、この地域の平和と安定に大きな意義を持っており、日米防衛協力

のための指針の見直しなど、その一層の充実に努めます。日米安保条約の目的

を達成するためには、米軍の施設・区域の安定的な使用を確保する必要があり

ますが、その約75％が集中している沖縄における施設・区域の整理・統合・縮

小に関しては、日米特別行動委員会の作業を成功裏に終結させ、普天間飛行場



の返還などその合意内容を実現するために最大限努力してまいります。さらに、

この問題については、内閣の最重要課題の一つとして引き続き日米間で協議を

行ってまいります。また、基地所在市町村を含む沖縄が地域経済として自立し、

雇用が確保され、県民生活が向上するよう、そして我が国の発展に寄与する地

域として整備されるよう、沖縄県とともに沖縄振興策を真剣に検討し、内閣を

挙げてこれを推進します。

　日米関係と並び、我が国が属するアジアの諸国との関係も極めて重要です。

政治の安定と経済の発展が好ましい形で循環している状況が一層発展するよう、

アジア諸国との友好協力関係の強化に努めるとともに、ＡＳＥＡＮ地域フォー

ラム、ＡＰＥＣなどの地域的枠組みに積極的に貢献します。特に、ＡＰＥＣに

ついては、今回のフィリピン会合において、自由で開かれた貿易と投資のため

の個別行動計画が取りまとめられ、ビジョンの段階から行動の段階に移行でき

たことは大きな成果でした。また、共通の未来のために経済技術協力を貿易・

投資の自由化・円滑化と並ぶ車の両輪として推進していくこと、民間活動との

連携によりビジネスに役立つ成果を上げるよう行動することに合意できたこと

も極めて有意義であったと考えます。

　中国は我が国の隣国であり、相互信頼に基づく関係を強化することは我が国

外交の大きな課題であります。中国との関係では、24日の日中首脳会談の際に、

日中関係は、両国はもとより、アジア太平洋、さらには世界全体の平和と繁栄

のために重要であり、この認識に立って日中関係の一層の発展のためにともに

努力することで一致しました。日中両国民が明年の国交正常化25周年を心から

祝福できるよう力を尽くします。また、朝鮮半島に関しては、我が国は韓国と

の友好協力関係を基本としており、その関係を一層強化するとともに、朝鮮半

島の平和と安定に向け、引き続き積極的に取り組んでまいります。

　ロシアとの関係では、さまざまな分野における協力を積極的に進めるととも

に、東京宣言に基づき、北方領土問題を解決し、平和条約を締結して関係の完

全な正常化のため努力する考えであり、ロシア政府の真剣な取り組みを強く希

望します。

　この秋には、欧州諸国を中心に多くの賓客が我が国を訪問されました。本年

３月にはアジア欧州会合が初めて開催されるなど、アジアと欧州との関係も新

しい展開を遂げております。世界の３極を構成する欧州諸国との友好協力関係

の深化に努めます。

　地域紛争、軍備管理・軍縮、人口、開発、環境など国際社会が抱える問題に

関しては、国連平和維持活動への貢献や政府開発援助の実施を含め、解決に向

けて主体的に貢献します。また、我が国は、明年１月から安保理非常任理事国



となることを踏まえ、国連がこれらの問題の解決に大きな役割を果たしていけ

るよう一層の貢献を行うとともに、全体として均衡のとれた国連改革の実現に

努めます。安保理常任理事国入りの問題については、国連改革の進捗状況やア

ジア近隣諸国を初め国際社会の支持と一層の国民的理解を踏まえて対処します。

我が国が目標とする核兵器のない世界を実現する上で、包括的核実験禁止条約

が採択され、我が国を含む多くの国が署名したことは歴史的な一歩です。条約

に署名した諸国とともに条約の早期発効に努力し、条約及び関係法案を早期に

国会に提出いたします。

　世界経済の発展は、自由で無差別な貿易と投資に多くを依存しております。

これを確保することは、資源を持たない我が国にとって極めて重要な政策課題

であるとともに、我が国が積極的なリーダーシップを発揮することができる分

野です。来月シンガポールで開催される第１回ＷＴＯ閣僚会議の成功に貢献す

るなど、この分野における多角的枠組みの維持強化に向けて最大限努力してま

いります。

　私は、我が国の技術や経験が世界に貢献できる分野では積極的に提案し、そ

の実現に努力します。リヨン・サミットで提案した世界福祉構想は、お互いの

知恵と経験を分かち合い持続可能な社会保障制度を確立することが人類の福祉

の向上につながることを意図したものであり、その具体化のために、東アジア

社会保障担当閣僚会議を来週沖縄で開催いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　〔むすび〕

　以上、私の所信を申し述べてまいりました。

　本日申し上げた５つの改革は、我が国と世界の将来を見据えて取り組むべき

ものであり、その実行は政治の責任であります。政治に携わる者すべてが、透

明で民主的な政治、将来を真剣に考える政策中心の政治を心がけなければなり

ません。同時に、これらの改革は、行政や公務員に対する信頼なくしては実行

できません。公務員諸君が深く自戒するとともに、組織全体としても不祥事を

引き起こす土壌がないか厳しく反省し、国民の信頼を取り戻すための最大の努

力をするよう重ねて求めます。

　目前にある問題が困難であればあるほど、その解決に真正面から取り組み、

国民の皆様に問題の所在を率直にお話しし、解決策をともに考え、果断に実行

しなければなりません。大胆な改革には摩擦が伴います。既存の制度や枠組み

のもとでこれまで当然と考えられてきたことが問い直され、大きな変化や厳し

い現実に直面する場合も出てまいります。しかし、私は、これを乗り越えて私

たちの世代の責任において決断し、実行し、よりよい社会を次の世代に引き継

ぎたいと願っております。



　国民の皆様並びに各党各会派の議員各位の御支援と御協力を心からお願い申

し上げます。

　　　　　　　　　【主な質疑項目・答弁の概要】

　以上の演説に対する質疑は、12月３日、４日の両日行われた。その主な質疑

項目及び答弁の概要は以下のとおりである。

――質疑者――（発言順）

　林　　寛子君（平成）　　大木　　浩君（自民）　　梶原　敬義君（社民）

　上田耕一郎君（共産）　　笹野　貞子君（民緑）　　宮澤　弘君（自民）

　宮崎　秀樹君（自民）　　牛嶋　　正君（平成）

　〔政治姿勢〕

　国民に政治に関心を持っていただけるように我々政治家は不断に努力をしな

ければならないし、国民の政治を見る目、その背後にある政治課題を真剣に問

うていかなければならないと思っている。

　行政改革を初めとする５つの改革を実行していくことが政治の責任であり、

透明で民主的な政治、将来を考える政策中心の政治に全力を尽くしていきたい。

　〔官僚の不祥事〕

　先般、事務次官会議において綱紀粛正の徹底を指示した。また、各省官房長

が具体的な対策を立てるべく検討を続けており、早急に結論を得て、綱紀粛正

の徹底を図ることにより再発防止に万全を期していく。

　同時に、官民の役割の見直し、地方分権の推進、規制緩和等により、官の役

割を基本的に減少させていくことがこうした事件をなくしていくためにも大切

なことと考えている。

　〔外交・安全保障〕

○沖縄米軍基地

　個々の施設・区域の返還については地元の理解と協力がなければ進められる

ものではない。ＳＡＣＯの最終報告とともに示された時期までに返還を実現す

べく、米側及び沖縄県との協力を行いながら最大限努力していきたい。



　普天間の代替ヘリポートについては、新たに設置される普天間実施委員会に

おいて、遅くとも明年12月までに実施計画を策定することとしている。

○日米防衛協力のための指針の見直し

　主な研究・協議事項のうち、日本周辺地域において発生し得る事態で日本の

平和と安全に重要な影響を与える場合の協力については、憲法の枠内で具体的

な機能及び分野を抽出し、日米防衛協力の今後のあり方について検討を行うこ

ととしており、現時点でその具体的内容を申し上げるのは困難である。

　〔経済・産業〕

○経済構造改革

　産業空洞化、高齢化等の問題に対応して経済活力を維持していくために、経

済構造改革を総合的に進めていかなければならない。新規産業の創出や魅力の

ある事業環境の整備などに向け、規制緩和、企業と労働に関する諸制度の改革、

技術開発など、これらの政策を強力に推進していくために、経済構造の変革と

創造のためのプログラムを今月半ばにも策定したいと努力している。

○日米経済関係

　保険、航空協議の問題については、双方の解決のために引き続き真剣に努力

をしていくとともに、両国間の緊張の種とならないよう努めていく。

　今後、日米間で生じ得る経済問題は、国際ルールにのっとって早期かつ冷静

に解決していきたい。

　〔税制改革〕

○消費税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　益税問題については、来年４月の消費税率の引き上げと同時に限界控除制度

を廃止するなど中小特例措置を大幅に縮減する。また、臨時給付金の交付など、

さまざまな配慮により、消費税の定着を図っていきたい。

　軽減税率については、税率5％のもとでは価格低下の効果に疑問のあること、

その範囲を合理的に定めることが難しいという問題点が以前から指摘されてお

り、将来の課題として慎重に検討されるべきものではないかと思う。

○法人税

　法人課税については、現在、税制調査会で議論されているが、税の公平中立

等の基本的な視点に加えて、我が国の産業構造の変化などの観点も踏まえなが



ら、課税ベースを拡大しつつ税率を引き下げるという基本的な方向に沿って見

直しを行うことが適当である。

　〔行財政改革〕

○行政改革会議

　21世紀における国家機能のあり方、それを踏まえた中央省庁の再編という問

題及び官邸機能の強化という点に絞り込んで検討し、１年以内に成案を得るこ

ととしている。この過程においては、委員以外の方々からも幅広く意見を伺っ

ていきたい。

○地方分権の推進

　年内に地方分権推進委員会から機関委任事務制度の見直しを中心とした第１

弾の勧告が行われる。これをいただき次第、推進計画の策定に着手し、補助金、

税財源、地方行政体制のあり方などについての第２弾の勧告とあわせ、地方分

権推進法の趣旨に沿って総合的かつ計画的な地方分権を推進していく。

○財政再建

　現在の財政構造をこのまま放置したならば、歳出歳入のギャップがさらに拡

大し、公債残高は急激に累増していくことになる。このような財政構造を放置

することは許されないことから、財政構造改革を強力に進めていく。

　さらに、中期的な財政健全化目標の設定に積極的に取り組み、財政再建のた

めの法律についても検討を進めていきたいと考えている。

○金融システム改革

　金融の検査・監督体制のあり方については、与党とも相談をしながら、早期

に具体的な結論を得て、次の通常国会に所要の法案を提出したい。

　改革後の機構は、さまざまな金融機関をその対象とすることが望ましいと考

えており、その場合、総理府に置くことになるのではないかと想定している。

　〔阪神・淡路大震災〕

　被災地の復興については現内閣の最重要課題の一つであると認識しており、

これまで住宅建設、家賃の問題などの解決に努力をしてきた。今後ともに政府

が一丸となって被災地の一日も早い復興に向けて全力を挙げて取り組む。

　被災地の復興に必要となる経費については、補正予算への計上を検討するな

ど、その確保につき適切に対処していく。



　〔社会保障・福祉〕

○医療保険改革

　今後とも良質かつ適切な医療を提供していくためには、それを支える医療保

険制度を安定的に運営していくための改革は避けて通れない。このため、平成

９年に医療保険制度の抜本的な見直しに着手するとともに、給付と負担の見直

しを初めとする医療保険改革法案を次期通常国会に提案したい。

○介護保険制度

　介護サービスの財源を安定的に確保していくためには、給付と負担の組み合

わせが明確であり、国民の理解の得やすい保険料と税金を組み合わせた社会保

険方式が適当という選択をした。これにより利用者によるサービスの自主的な

選択が可能となり、多様な事業主体の参入によって民間活力の活用が進むとい

った効果をも考えている。

　〔その他〕

○男女雇用機会均等法の見直し

　雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保を図ることは重要な課題

だと考えている。こうした観点から、均等法と労働基準法における女子保護規

定について婦人少年問題審議会において見直しが進められており、その検討結

果を踏まえながら次期通常国会への法案提出を目指したい。

○青少年の薬物乱用

　薬物乱用が若年化の傾向が見られることは非常に憂慮すべき点と感じている。

政府としては、関係機関との連携を密にし、水際での取り締まりや青少年等に

対する予防啓発活動に今後とも積極的に取り組んでいく。

○アイヌ新法

　現在、ウタリ対策のあり方に関する有識者懇談会の報告を受け、新たな施策

を具体化するためにアイヌ関連施策関係省庁連絡会議を設けてその検討を深め

ている。政府としては次期通常国会に関係法案を提出できるよう努力していき

たい。




